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株式会社設立登記申請書
　　 フリガナ             
 １．商　号             
 １．本　店             
 １．登記の事由        令和　　年　　月　　日発起設立の手続終了

 １．登記すべき事項  　

 １．課税標準金額　　
金　　　　　　　円 
 １．登録免許税       
金　　　　　　　円 
  １．添付書類
　
定款　　　　　　                                    　　　　
１通

      
発起人の同意書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　通
       
設立時代表取締役を選定したことを証する書面 　　　　 　　　　　
１通

       
設立時取締役，設立時代表取締役及び設立時監査役の就任承諾書  
　通

       
印鑑証明書　　　                                    　　　　　
　通


本人確認証明書                                                 
　通

　　　
設立時取締役及び設立時監査役の調査報告書及びその附属書類　　  
１通

       
払込みを証する書面　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　
１通


資本金の額の計上に関する設立時代表取締役の証明書　　　　　　　
１通


委任状  　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１通

  上記のとおり，登記の申請をします。　　　　　　
      令和　　年　　月　　日

              申請人   
              代表取締役  
              連絡先の電話番号

       　　法務局　　　　支　局  御中

                     　　出張所


　収入印紙貼付台紙

	

	 収　入

 印　紙




　
　設立時発行株式に関する発起人の同意書

　（一例です。会社の実情に合わせて作成してください。）
	                                   同意書

　 　本日発起人全員の同意をもって，会社が設立の際に発行する株式に関する事項

　 を次のように定める。

 　１　発起人○○が割当てを受けるべき株式の数及び払い込むべき金額

　　　 ○○商事株式会社　普通株式　○株

       株式と引換えに払い込む金額　金○円

　 １　発起人○○が割当てを受けるべき株式の数及び払い込むべき金額

　　　 ○○商事株式会社　普通株式　○株

       株式と引換えに払い込む金額　金○円

　　 上記事項を証するため，発起人全員記名押印（又は署名）する。

   　    令和○年○月○日

　　　　　　　 ○○商事株式会社

     　                      ○県○市○町○丁目○番○号

      　                             発　起　人　○○○○   ㊞
　　　　　　　　　　　　　　 ○県○市○町○丁目○番○号

      　                             発　起　人　○○○○   ㊞



資本金及び資本準備金を発起人全員の同意により定めた場合

	                                   同意書

　 　本日発起人全員の同意をもって，資本金の額を次のように定める。

 　１　資本金の額　金○円

　 １　資本準備金の額　金○円

　　 上記事項を証するため，発起人全員記名押印（又は署名）する。

   　    令和○年○月○日

　　　　　　　 ○○商事株式会社

     　                      ○県○市○町○丁目○番○号

      　                             発　起　人　○○○○   ㊞
　　　　　　　　　　　　　　 ○県○市○町○丁目○番○号

      　                             発　起　人　○○○○   ㊞



  設立時取締役，設立時監査役選任及び本店所在場所決議書

 （一例です。会社の実情に合わせて作成してください。）
	             設立時取締役，設立時監査役選任及び本店所在場所決議書

 　　令和○年○月○日○○商事株式会社創立事務所において発起人全員出席し（又

 　は議決権の過半数を有する発起人出席し）その全員の一致の決議により次のよう

 　に設立時取締役，設立時監査役及び本店所在場所を選任，決定した。

     　　設立時取締役　○県○市○町○丁目○番○号　○○太郎

     　　同　　　　　　○県○市○町○丁目○番○号　○○一郎

     　　同　　　　　　○県○市○町○丁目○番○号　○○次郎

       　設立時監査役　○県○市○町○丁目○番○号　○○花子

 　　　　本店　　　　　○県○市○町○丁目○番○号

     上記決定事項を証するため，発起人の全員（又は出席した発起人）は，次のとお

 　り記名押印（又は署名）する。

       令和○年○月○日

                      ○○商事株式会社

                            発　起　人    ○○太郎　㊞
                            発　起　人    ○○一郎　㊞
　（注）１　決議書が複数ページになる場合には，各ぺージのつづり目に契印してください。契印は
　　　　 発起人のうち１名の印鑑で構いません。
　　　　２　発起人の中から選任された被選任者が席上で就任を承諾し，その旨の記載，当該被選任者住所の記載及び被選任者の記名押印が決議書にある場合には，申請書に別途就任承諾書を添付することを要しません。
　就任承諾書の添付を省略する場合においても，取締役会設置会社においては，設立時取締役及び設立時監査役につき，住民票記載事項証明書等の本人確認証明書をそれぞれ添付することが必要です（市町村長が作成した印鑑証明書を添付する役員については，当該印鑑証明書の添付で足ります。）。
なお，この場合，申請書には，「就任承諾書は，設立時取締役選任決議書の記載を援用する。」と記載してください。
３　発起人以外から設立時取締役及び設立時監査役を選任した場合には，その者につき，別途就任承諾書を添付することが必要です。


	


  設立時代表取締役を選定したことを証する書面

 （一例です。会社の実情に合わせて作成してください。）
	                          設立時代表取締役選定決議書

 　　令和○年○月○日○○商事株式会社創立事務所において設立時取締役全員出席し 　（又は過半数の設立時取締役出席し）その全員の一致の決議により次のように設立

 　時代表取締役を選定した。なお，被選定者は即時その就任を承諾した。

       設立時代表取締役　　　○県○市○町○丁目○番○号　　 ○○太郎

   　上記設立時代表取締役の選定を証するため，設立時取締役の全員（又は出席した

 　設立時取締役）は，次のとおり記名押印する。

       令和○年○月○日

                      ○○商事株式会社

出席設立時取締役   ○○　太郎   ㊞
同　　　　   　　　○○　一郎   ㊞
同　　　　   　　　○○　次郎   ㊞
       （注）　設立時代表取締役が席上で就任を承諾し，その旨の記載が決議書にある場合には，申請書に別途就任承諾書を添付することを要しません。ただし，設立時代表取締役が，本決議書に，市町村長の作成した印鑑証明書と同一の印鑑を押した場合に限ります。
　この場合，申請書には，「就任承諾書は，設立時代表取締役選定決議書の記載を援用する。」と記載してください。
　なお，就任承諾書の添付を省略する場合においても，取締役会設置会社においては，設立時代表取締役につき，市町村長が作成した印鑑証明書の添付が必要です。


	


 （会社法第２８条各号に規定する変態設立事項がある場合に添付を要します。）
 調査報告書

    （一例です。会社の実情に合わせて作成してください。）
	                                  調査報告書

     令和○年○月○日○○商事株式会社（設立中）の取締役及び監査役に選任された

 　ので，会社法第４６条の規定に基づいて調査をした。その結果は次のとおりである。

                                   調査事項

 　　１　定款に記載された現物出資財産の価額に関する事項（会社法第３３条第１０項第１号及び第２号に該当する事項）

 　　　　定款に定めた，現物出資をする者は発起人○○であり，出資の目的たる財産，その価額並びにこれに対し割り当てる設立時発行株式の種類及び数は下記のとおりである。

 　　（注）定款に記載された現物出資に係る財産（下記イ及びロ）の価額の総額が５００万円以下の
 　　　　場合です。
 　　　　　イ　○県○市○町○番○号　宅地　○○㎡

 　　　　　　　定款に記載された価額　金○○円  　

 　　　　　　　これに対し割り当てる設立時発行株式　普通株式　○○株

 　　　　　ロ　○○株式会社普通株式　○○株

 　　　　　　　価額　金○○円

 　　　　　　　これに対し割り当てる設立時発行株式　普通株式　○○株

    　 ①　上記イについては，時価金○円と見積もられるべきところ，定款に記載し

 　　　　た評価価額はその約４分の３の金○円であり，これに対し割り当てる設立時

 　　　　発行株式の数は○○株であることから，当該定款の定めは正当なものと認め

 　　　　る。

 　　　②　上記ロにつき，当該有価証券の価額は，時価○円以上であり，当該定款の

 　　　　定める価額は相当であることを認める。

 　　（注）下記ハの価額について，弁護士等の証明を受けた場合です。
 　　　　　ハ　○県○市○町○番○号　宅地　○○㎡

 　　　　　　　定款に記載された価額　金○○円

 　　　　　　　これに対し割り当てる設立時発行株式　普通株式　○○株

     　　　会社法第３３条第１０項第３号の規定に基づく弁護士の証明書及び不動
産鑑定士の鑑定評価書を受領しており，これを調査した結果，正当であるこ
とを認める。

 　　２　発起人○○の引受けに係る○株について，令和○年○月○日現物出資の目的たる財産の給付があったことは，別紙財産引継書により認める。

 　　３　令和○年○月○日までに払込みが完了していることは株式会社○○銀行の
払込金受入証明書により認める。

 　　４　上記事項以外の設立に関する手続が法令又は定款に違反していないことを
認める。

 　　　上記のとおり会社法の規定に従い報告する。

         令和○年○月○日

                                         ○○商事株式会社

                                         設立時取締役　○○　太郎　㊞
同　　　　　　○○　一郎　㊞
同　　　　　　○○　次郎　㊞
設立時監査役　○○　花子　㊞
（注）報告書が複数ページになる場合には，各ページのつづり目に契印してください。契印は，記名押印した者のうち１名の印鑑で構いません。


	


（会社法第２８条各号に規定する変態設立事項がある場合に，調査報告書とともに添付を要します。）
　別紙財産引継書

　　（一例です。会社の実情に合わせて作成してください。）
	財産引継書

　現物出資の目的たる財産の表示

　　　　（注）定款及び調査報告書に記載された現物出資に係る財産を記載します。
　イ　○県○市○町○番○号　宅地　○○㎡

 　　　　　　　　　定款に記載された価額　金○○円

  ロ　○○株式会社普通株式　○○株

 　　　　　　　     価額　金○○円

　　　以上の価額の合計 　 金○○円

　以上，私所有の上記財産を現物出資として給付します。

　　令和○年○月○日

      　　　　　　　　　　　　　　　　　○県○市○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発　起　人　　○○○○  ㊞
　
　　○○商事株式会社　御中

　



	


　

　払込みのあったことを証する書面の例

	                                    証明書

      当会社の設立時発行株式については以下のとおり，全額の払込みがあったこと

 　 を証明します。

 　　　　　　　　　　　　設立時発行株式数　　○○株

                         払込みを受けた金額　金○○円

       令和○年○月○日

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○商事株式会社

                                     設立時代表取締役　　○　○　○　○  ㊞
（注）１　当該書面には，会社を代表すべき者が登記所に届け出る印鑑を押します。
　　　２　預金通帳の写し（口座名義人が判明する部分を含む）を合わせてとじて，当該書面に押した印鑑で契印します。預金通帳の写しに代わるものとして，取引明細票，取引履歴照会票，払込金受取書，インターネットバンキング等の取引状況に関する画面をプリントしたものを添付しても構いません。この場合には，当該書面に，払込先金融機関名，口座名義人名，振込日及び振込金額が記載されている必要があります。
　　　３　２の書面の写しの入金又は振込に関する部分にマーカー又は下線を付す等して，払い込まれた日，金額が分かるようにしてください。
　　　４　口座名義人が発起人でなく設立時代表取締役である場合には，委任状を添付してください。


	


　資本金の額の計上に関する設立時代表取締役の証明書の例

	資本金の額の計上に関する証明書（注１）
 　①　払込みを受けた金銭の額（会社計算規則第４３条第１項第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金○○円

 　②　給付を受けた金銭以外の財産の給付があった日における当該財産の価額

　（会社計算規則第４３条第１項第２号）（注２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金○○円

 　③　①＋②

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金○○円

 　資本金の額○○円は，会社法第４４５条及び会社計算規則第４３条の規定に従って

 されたことに相違ないことを証明する。（注３）
 　令和○年○月○日

 　　　　　　　　　　　　　　　○県○市○町○丁目○番○号

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○商事株式会社

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○　○○　㊞（注４）
（注）１　設立に際して出資される財産が金銭のみの場合は，資本金の額の計上に関する証明書　　　　の添付は不要です。
　　　２　出資をした者における帳簿価額を計上すべき場合（会社計算規則第４３条第１項第２イ，ロ）には，帳簿価額を記載します。
　　　３　株主となる者が払込み又は給付をした財産の額（③の額）の２分の１を超えない額を資本金として計上しないこととした場合は，その旨を上記証明書に記載するとともに，定款に定めがあるときを除き，その額を決定したことを証する発起人の全員の一致があったことを証する書面の添付が必要です。
　　　４　会社を代表すべき者が設立の登記の際に登記所に届け出る印を押します。


	


  就任承諾書の例

	                                  就任承諾書

      私は，令和○年○月○日，貴社の設立時取締役（注１）に選任されたので，　　　その就任を承諾します。

       令和○年○月○日

                                        ○県○市○町○丁目○番○号

                                        　　　　○　○　太　郎  ㊞　（注２）
           ○○商事株式会社　御中

　　　　　　　　　（注）１　設立時代表取締役，設立時監査役についても同様に作成します。
２　取締役会設置会社の場合，設立時取締役及び設立時監査役の就任 承諾書に押す印鑑は，認印でも差し支えありませんが，設立時代表 取締役の就任承諾書には，市町村に登録した印鑑を押す必要があります。
３　設立時代表取締役については市町村長が作成した印鑑証明書，設立時取締役及び設立時監査役については住民票記載事項証明書等の本人確認証明書をそれぞれ添付することが必要です。


	


　委任状の例

	                                  委　任　状

                                      ○県○市○町○丁目○番○号

                                    　  ○　○　三　郎

 　 　私は，上記の者を代理人に定め，次の権限を委任する。

   １　令和○年○月○日発起設立の手続終了した当会社設立登記を申請する一切の件

 　１  原本還付の請求及び受領の件（注１）
       令和○年○月○日

                               ○県○市○町○丁目○番○号

                               ○○商事株式会社

                                　　代表取締役    ○　○  ○　○   ㊞ （注２）
（注）１　原本還付を請求する場合に記載します。
　　　２　会社を代表すべき者が登記所に提出する印鑑を押します。


	



